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抄録
喫煙は最大の健康阻害要因として，WHOのたばこ規制枠組条約（WHO Framework Convention 

on Tobacco Control; WHO FCTC）に基づき各国のたばこ対策が実施されている．わが国では，健康
日本21（第二次）およびがん対策推進基本計画において喫煙率の減少等に関する目標が設定され，受
動喫煙防止対策の法制化が進んでいる．

喫煙による健康影響は知られているところであり，歯・口腔にも様々な症状や疾患が発現する．な
かでも，口腔がんと歯周病は喫煙との科学的な因果関係が確立している．また，たばこの使用は歯周
治療をはじめとした歯科治療に影響を及ぼすとともに，歯科での禁煙支援の有効性が報告されている
ことから，歯科におけるたばこ対策は重要な役割をもつ．歯科の特徴として，口腔内は自分自身で直
接見ることができるため，禁煙の動機づけが行いやすい．他にも，歯科疾患の有病率が高いためあら
ゆる年齢層の人々を対象にできること，定期歯科健診等の際に繰り返し指導や支援ができること，喫
煙による全身疾患の症状がまだ現われていない早期の段階で介入ができることがあげられ，歯科は禁
煙支援に適している．

FCTC第14条により，たばこ規制・対策の一環として禁煙支援・治療に取組むことが求められてい
る．併せて，禁煙支援・治療の方策のひとつに，保健医療システムに短時間の禁煙アドバイスを組み
込むことが提示されている．日本は健康保険による禁煙治療が進む一方で，喫煙率の下げ止まりや新
しい形態のたばこが流行しつつある．こうした状況で喫煙率の低減を達成するためには，歯科におい
ても歯科医療従事者を中心とした禁煙介入の強化が必要であると考える．特に，喫煙対策は非感染性
疾患と歯科疾患に共通するリスクに対するアプローチとなることから，歯科で禁煙支援を推進する意
義は大きい．

本稿では，喫煙による歯科口腔領域への影響と歯科における禁煙支援の有効性について内外の研究

特集：医療・福祉・介護分野との連携に基づく歯科口腔保健活動



J. Natl. Inst. Public Health, 69 (4) : 2020

歯科で推進するたばこ対策の必要性と実践例

339

I．はじめに

日本人にとって，喫煙が非感染性疾患（Non-commu-
nicable diseases ; NCDs）による死亡の最大のリスク要
因である[1]ことから，たばこ対策は重要である．2013年，
WHOによりNCDsの予防と対策の世界目標が設定され，
喫煙率の低減が世界目標の 1 つに盛り込まれた[2]．同
年の健康日本21（第二次）およびがん対策推進基本計画
では，未成年者の喫煙をなくすことに加え，2022年度ま
でに喫煙率を12％とする目標値を掲げている[3]．しか
し，低下傾向にあった成人喫煙率は，2010年のたばこ税
の大幅値上げ後に下げ止まりがみられ，平成30年国民健
康・栄養調査の調査結果では17.8％を示している[4]．喫
煙率の低下と連動して増加していた禁煙意思を有する喫

煙者の割合も，2010年以降に低下を示した後は，増減を
繰り返している．また，受動喫煙防止対策についての法
制化が進んでいる一方で，加熱式たばこや無煙たばこ等
の新しい形態のたばこが流行しつつある[4]．こうした
状況で喫煙率低減の目標を達成するためには，わが国が
締結するWHOのたばこ規制枠組み条約（WHO Frame-
work Convention on Tobacco Control ; WHO FCTC）に沿っ
たたばこ対策の強化が必要である．

FCTCの第14条と履行のガイドライン[5]により，たば
こ規制・対策の一環として禁煙支援・治療に取組むこと
が求められている．併せて，禁煙支援・治療の方策のひ
とつに，保健医療システムに短時間の禁煙アドバイスを
組み込むことが提示されている．これは，医療や健診等
の保健事業の場での禁煙助言をさしているが，国内の禁

動向を概説する．また，歯科診療所での継続的な禁煙介入の実践を通して得られた筆者らの研究知見
に基づき，歯科での禁煙支援の必要性について考察し，歯科で実施するたばこ対策の促進に向けた課
題を示す．

キーワード：歯科，口腔保健，たばこ対策，禁煙支援，コモンリスクファクターアプローチ

Abstract
To address smoking as the leading cause of health problems, each country is implementing tobacco con-

trol measures based on the World Health Organization (WHO) Framework Convention on Tobacco Control. 
In Japan, target values were determined in the Health Japan 21 Project (second term) and the Basic Plan to 
Promote Cancer Control Programs, and preventive measures against passive smoking are being legislated. 

Smoking is known to cause adverse effects on health. It also leads to the manifestation of various symp-
toms and diseases in the oral cavity, negatively influencing periodontal and other dental treatments. As the 
causal relationships between smoking and oral cancer/periodontal diseases are well established, and smok-
ing cessation support in dentistry has been reported to be effective, dental clinics representing dental ser-
vice institutions are expected to play an important role in developing tobacco control. The oral cavity is di-
rectly visible for patients. Therefore, it is convenient in terms of a motivation for smoking cessation. Some 
characteristics of dentistry are also suitable for smoking cessation support: the high prevalence of dental 
diseases permits the targeting of all age groups; periodic dental health examinations facilitate repeated 
guidance and support; and, early intervention before the manifestation of symptoms of systemic disorders 
due to smoking is feasible.

Article 14 of the World Health Organization Framework Convention on Tobacco Control urges each coun-
try to provide smoking cessation support/therapy as part of tobacco control. It also recommends that brief 
counseling for smoking cessation be incorporated into health and medical service systems, as a method of 
smoking cessation support/therapy. In Japan, although health insurance-covered smoking cessation therapy 
is being promoted, the smoking rate has stopped decreasing, and new types of tobacco products are being 
disseminated. In order to further reduce the smoking rate in such a situation, it is also necessary for dental 
professionals to provide more active intervention for smoking cessation in dentistry. In particular, the pro-
motion of smoking cessation support in dentistry has marked importance, as tobacco control addresses a 
risk factor associated with both non-communicable diseases and dental diseases.

This paper presents practical examples of tobacco control support at dental clinics, in order to address 
the necessity of promoting tobacco control in dentistry. It also examines the challenges and future direction 
of tobacco control promotion in dentistry.

keywords:  dental care, oral health, tobacco control, smoking cessation, common risk factor approach
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煙アドバイスの実施率は 3 割程度にとどまっている[6]．
2006年度から可能となった健康保険による禁煙治療は，
一定の成果が得られている[7,8]ものの，禁煙補助薬や禁
煙治療の利用率が低く，今後の課題に歯科患者を含む保
険適用の範囲拡大等があげられている[9]．

たばこの使用によって多様な症状や疾患が口腔内に発
現する[10]．また，歯科疾患の発生や進行に関与するだ
けでなく，歯科治療効果を減弱させる[11]ことから，日
常診療での歯科医療従事者によるたばこ対策が重要であ
る．しかし，わが国での歯科診療におけるたばこ対策は
十分であるとは言い難く，対策の強化が求められている．

本稿では，著者らによる歯科診療所での禁煙支援の取
組みを通して得られた知見を踏まえて，歯科におけるた
ばこ対策のこれまでの動向について検討する．さらに，
歯科におけるたばこ対策の推進に向けた課題を述べる．

II．喫煙による歯科口腔領域への影響

口腔はたばこの煙が最初に曝露する器官であり，喫煙
による歯周組織，口腔粘膜，歯への影響や症候は多岐に
わたる（表 1 ）[10]．ことに，近年わが国でも使用の拡
大が懸念されている無煙たばこには，口腔粘膜から摂取
する形態も存在し，口腔への悪影響はさらに顕著となる
[12]．喫煙によって現れる多様な所見のうち，歯周病と
口腔がんは喫煙との因果関係を立証するだけの十分な疫
学的知見を有している[13]．

歯周病の発症や進行には，生体の感受性や生活習慣が
影響しており，喫煙は歯周病の環境因子のなかで最大の
危険因子といわれている[14]．喫煙者は非喫煙者に比べ
て歯周病の罹患リスクが 2 ～ 8 倍を示し[15]，喫煙者の
ほうが歯を早期に喪失していることが確認されている
[16]．口腔がんについては，喫煙は発がん要因であるこ
とが明確になっており[17]，非喫煙者と比較して喫煙者
の罹患リスクは3.4倍高い[18]．世界的にみると，口腔が

んは南アジア，東南アジアで最も高頻度に発症するがん
として社会問題になっている[19]．喫煙は口腔がんの最
大の危険因子であると考えられており[20]，口腔がんの
発生・予防を重視した禁煙支援は不可欠である．

歯・歯肉の着色[21]，口臭[22]，味覚の低下[23]は疼痛
を生じることがなく，歯周病も含めて初期は喫煙者自身
が気づきにくい場合が多い．しかし，これらの症状は，
歯・口腔の審美性，コミュニケーション，食生活等の生
活の質に影響を及ぼす可能性が高い．すなわち，たばこ
の使用は，生命にかかわる口腔がんから歯の喪失に至る
歯周病，そしてQOLにかかわる口腔機能の低下に直接
的または間接的に影響する．

III．歯科における禁煙支援の有効性

歯科における禁煙診療の効果は，先行研究の結果より
禁煙成功率が医科と大きな差がないといわれており，そ
の有効性が明らかになっている[24,25]．加えて，喫煙関
連の口腔内症状や疾患が，禁煙によって改善することが
知られている[26]．喫煙対策の先行国である米国は，歯
科におけるたばこ対策を行うべきであるという認識のも
と[27]，歯科医療従事者による禁煙介入が実施されてい
る[28]．米国以外にも，英国[29]，スウェーデン[30]，フィ
ンランド[31]，カナダ[32]，オーストラリア[33]では，歯
科における禁煙支援が推進されている．

日本では歯科受診者に対するたばこ対策の推進が期待
され[9]，国内の禁煙関連学会が提示する禁煙ガイドラ
イン[34]には，歯科における禁煙支援の特徴が示されて
いる（表 2 ）．う蝕や歯周病等の歯科疾患の有病率は高く，
定期的な歯科検診受診者も 5 割を超え，増加傾向にある
ことから[35-38]，歯科診療所はすべての年代の者にとっ
て身近な保健医療の場であるため，禁煙教育・支援を行
うのに適している．また，口腔は受診者自身が確認でき
るため，歯科医療従事者が喫煙の影響や禁煙の恩恵を視

表 1　喫煙・たばこによる歯科口腔領域への影響
部位 歯科疾患および症状

歯周組織 歯周病，抜歯後治癒の遅延，歯周治療，歯科インプラントの予後不良
口腔粘膜 口腔がん（特に，口底，舌，頬粘膜），白板症，ニコチン性口内炎，歯肉メラニン色素沈着，

味覚の減退，喫煙者口蓋，口唇口蓋裂（妊婦の喫煙）
歯 たばこ色素沈着，歯の喪失，う蝕，歯石沈着

その他 口臭，唾液の性状変化
文献[10]を一部改変

表 2　歯科における禁煙支援の特徴
1. 歯科疾患の有病率が高いため，あらゆる年齢層の人々を対象にできる．
2. 定期歯科健診等の際に，繰り返し禁煙支援を行うことができる．
3. 歯科医師および歯科衛生士による歯科保健指導のなかで禁煙支援を行いやすい．
4. 口腔は自分自身で直接見ることができるので動機付けが行いやすい．
5. 喫煙による全身疾患の症状がまだ現われていない早期の段階で禁煙支援を行うことができる．

文献[34]を一部改変
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覚的に指摘することで，禁煙動機や禁煙維持につながる
可能性が高い[39]．医科と歯科で同時にたばこ対策を実
施した介入研究の結果，歯科での禁煙介入は医科よりも
早期の禁煙につながり，疾病予防に貢献する可能性が示
唆されている[24]．これらのエビデンスを踏まえ，歯科
受診の機会を捉えて，歯科医療従事者が禁煙支援を行う
ことは効果的かつ効率的であると考える．

IV．歯科における禁煙支援の実践

歯科医療従事者が禁煙支援を行う場面として，歯科診
療所，病院歯科，行政がある．しかし，わが国の歯科歯
科診療所における禁煙支援に関する調査研究は少なく，
歯科臨床での症例報告が多くを占める．また，病院歯科
および地域でのたばこ対策の報告についても多くない．

そこで，歯科診療所，病院歯科，行政での先駆的な取
組み事例を紹介し，主要な結果を示して考察を加える．

 1 ．歯科診療所での禁煙支援[40]
著者らは歯科診療所での継続的な禁煙介入がニコチン

依存度と口腔への影響を検証するために，禁煙希望者を
対象に禁煙支援を12週間に 5 回[41]実施した．支援内容
は歯科医療従事者向け教材[42]を用いた情報提供，認知
行動療法を基盤とした心理的アプローチを行った．評価
は，喫煙状況，ニコチン依存度[43-45]，口腔に関する項
目（舌苔付着範囲，味覚閾値，口臭，唾液）とした．

14名の対象者のうち中断者 2 名を除く12名の評価が得
られ，禁煙支援後はすべての者の喫煙本数は低減した．
禁煙達成者がいなかった理由のひとつに高いニコチン依
存度が考えられ，薬物療法との併用[46]が必要だったと
思われる．禁煙支援の指導者がトレーニングを受けるこ
とで禁煙支援の実施率が高まるだけでなく，喫煙者の
禁煙率が有意に向上することが明らかになっている[47]．
歯科の専門職は禁煙支援のトレーニングが不十分である
と指摘されている[48]ため，禁煙支援にかかわる人材育
成の体制の構築が必要である．

歯科における12週間の禁煙支援活動は，喫煙本数の減

文献[40]を一部改変

文献[40]を一部改変

図 1　歯科での禁煙支援によるニコチン依存度の推移

図 2　歯科での禁煙支援による舌苔付着範囲および味覚閾値の推移
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少，ニコチン依存度の低下（図 1 ），舌苔と味覚（図 2 ），
口臭と唾液の状態（表 3 ）に良好な影響を及ぼす可能性
が示唆された．これまで歯科での禁煙支援活動では，行
動変容ステージ[49]を把握し，ステージに沿った対応が
行われてきた．対象者は支援開始時に準備期であったが，
実際の歯科診療においては禁煙誘導の過程が重要である．
歯科での禁煙介入は多くの喫煙者にとって意外性があり，
歯科での禁煙支援の働きかけは禁煙意思や禁煙動機を高
めると推察される．なかでも，禁煙に関心のない喫煙者
への働きかけは，動機づけ面接法の応用が勧められてい
る[50]．また，喫煙習慣により口腔内が変化することで
食習慣に影響を及ぼす[51]と報告されているように，禁
煙も同様に口腔清掃や食習慣の改善が期待できる．

 2 ．病院での禁煙治療における医科・歯科の連携[52,53]
先行研究より歯科大学病院の医師，看護師，歯科医師，

歯科衛生士によるチーム診療体制での禁煙指導の効果を
検討した結果，禁煙継続につながることが認められてい
る．具体的には，禁煙外来を受診した患者10例が，歯科
医師と歯科衛生士による禁煙と喫煙に関するカウンセリ
ングを受け，内科医による診察後，必用な場合には薬
物療法を受けた．12週間に 5 回の禁煙治療期間において，
患者は歯科医師と歯科衛生士による口腔衛生指導と歯の
クリーニングを受けた．

その結果，禁煙プログラム終了時の禁煙率が90％（プ
ログラム中断者 1 名），終了から 1 ヶ月後は88.9％，3ヶ
月後では77.8％であったことから，医科による薬物療法
と歯科によるカウンセリングおよび口腔衛生指導・専門
的口腔ケアを統合した禁煙治療効果が高い可能性が示唆
されている．歯科の専門家による口腔内への直接の介入
は禁煙維持に寄与するものと推察でき，医科と歯科の特
性を協調した病院歯科での禁煙プログラムの促進が期待
される．

 3  ．地域における医科歯科連携を基盤としたたばこ対策
[54]
京都府南丹保健所管内では，生活習慣病予防を府民運

動で進める目的で「京都丹波地域府民会議」を設置して
おり，同会議の「タバコ環境部会」が地域たばこ対策を
推進している．タバコ環境部会が平成25年度に策定した
「京都丹波地域におけるタバコ対策指針」では，公共施
設の敷地内禁煙や未成年の喫煙率等の目標値が設定され，
各指標をモニタリングしている．取組み内容は，子ども
や妊婦が利用する施設への禁煙表示ステッカーの普及や
医師・歯科医師・薬剤師・保健師等が行う防煙教育，禁
煙外来や禁煙支援薬局の紹介を行っている．また，「歯
の健康8020推進部会」では，成人歯周病対策の一環とし
て歯科診療所における禁煙支援の取組みをモデル事業と
して実施し，「禁煙支援歯科医院認証制度」のもと，歯
科診療中の禁煙アプローチや禁煙外来への紹介に取組ん
でいる．

着目すべきは，地域で受動喫煙防止・防煙・禁煙の対
策を進めていくにあたり，医科・歯科・薬局・行政の連
携に加えて住民が参加していることである．歯科口腔保
健，たばこ対策を取り入れた健康づくりを，住民も含め
て共同で進め，モニタリングを継続して地域の課題を整
理・共有していく意義は大きいと考える．

V．歯科で実施するたばこ対策の課題と展望

 1 ．新たな形態のたばこ対策
受動喫煙防止対策と相反して流行しつつある加熱式た

ばこ，電子たばこ等のいわゆる新型たばこへの対策であ
る．まず，受動喫煙による歯科口腔領域への健康影響が
指摘されている[13]ため，歯科医療従事者は能動喫煙だ
けでなく，受動喫煙の状況を把握したうえで支援するこ
とが求められる．既述のとおり，歯科診療所はすべての
年齢層の受診者が対象であり，保健指導や予防処置と
いった予防的診療行為が日常的に行われている．した
がって，喫煙者に対する禁煙介入に限らず，過去喫煙者
に対する禁煙維持や未成年者への喫煙防止等，予防の視
点でたばこ対策に取組むべきである．

一方，新型たばこの使用による歯科口腔領域への健康
影響は明確になっていないが，さまざまな形態のたばこ

表 3　歯科での禁煙支援によるニコチン依存度および口腔に関する評価
n=12

中央値 多重比較検定初回 2週 4週 8週 12週 χ2 p値
ニコチン依存度（score）  FTND 9.0 9.0 4.0 4.0 4.0 44.9＊ p＜0.001 初回＞4週＞8週＞12週

TDS 8.0 8.0 4.0 3.5 3.0 44.2＊ p＜0.001 初回＞2週＞4週＞8週＞12週
KTSND 17.0 16.0 7.0 6.0 6.5 43.0＊ p＜0.001 初回＞2週＞4週＞8週＞12週

舌苔付着範囲（score） 2.0 2.0 1.0 1.0 1.0 44.0＊ p＜0.001 初回＞4週＞8週＞12週
味覚閾値（grade） 甘味 3.0 3.0 2.0 2.0 1.0 41.1＊ p＜0.001 初回＞4週＞8週＞12週

塩味 3.0 3.0 2.0 2.0 1.0 42.7＊ p＜0.001 初回＞4週＞8週＞12週
口臭（ppb） H2S 242.5 237.5 220.0 124.0 113.0 45.7＊ p＜0.001 初回＞2週＞4週＞8週＞12週

CH3SH 36.0 32.0 31.0 14.0 11.5 42.0＊ p＜0.001 初回＞4週＞8週＞12週
（CH3⎠2S 34.0 33.0 32.0 16.5 15.5 43.5＊ p＜0.001 初回＞2週＞4週＞8週＞12週

Friedman検定
＊：p＜.05（両側検定）
FTND;Fagerström Test for Nicotine Dependence
TDS;Tobacco Dependence Screener
KTSND;Kano Test for Social Nicotine Dependence 文献[40]を一部改変
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への禁煙介入は歯科の専門家の責務であると言及されて
いる[55]．たばこを体内に取り入れる器官が口腔である
ことは紙巻きたばこと同様であり，公衆衛生の予防原則
の観点から[56]，歯科の専門家の立場では一貫して禁煙
支援と情報提供が必要であると考える．

 2  ．コモンリスクファクターアプローチに基づくたばこ
対策
2000年に，口腔保健におけるヘルスプロモーションを

推進するための有効な手法として，コモンリスクファク
ターアプローチが提唱された[57]．この手法は，全身疾
患と歯科疾患に共通するリスク要因を制御することで全
身と口腔の両方の健康増進の必要性を示した，歯科から
発信された考え方である[58]．つまり，う蝕や歯周病と
いった歯科疾患のリスクファクターは食事，ストレス，
喫煙等があげられるが，これらは肥満，がん，心臓疾患
等と共通である．特に，喫煙は多くの疾患のリスクファ
クターとなっているため，他の分野と連携協力して疾病
対策やヘルスプロモーションを実践することで効果が上
がると報告されている[59]．しかしながら，国内の実態
調査より他職種と連携してたばこ対策を進めている歯科
診療所は約 1 割で，その 9 割は禁煙外来での医師との協
働であることがわかった[60]．今後は，コモンリスクア
プローチに基づいてたばこ対策を展開すべく，歯科での
禁煙支援の進展とともに，医科への紹介も含めて多職種
と協働した保健医療体制の構築が課題である．

また，口腔健康と全身健康とは関連性があり，生活
習慣の影響を受ける歯科疾患は，2011年の国連ハイレ
ベル会合においてNCDsに位置づけられた[61]．よって，
NCDs対策とたばこ対策の双方の観点から，歯科医療従
事者は歯科疾患の予防や管理を有機的かつ包括的に遂行

していくことが求められる．さらに，NCDsの共通要因
について生涯保健として連続的に捉えることにより，多
分野がたばこを共有した要因として認識できる．すなわ
ち，コモンリスクファクターアプローチに基づくたばこ
対策を，より長期的な視野で取組むことが望まれる．

 3 ．禁煙支援プログラムの普及と人材育成
2016年にWHOより，歯科医療従事者が日常の歯科診

療でのプライマリヘルスケアとして禁煙教育や禁煙支
援を行うための簡易禁煙支援プログラムが提示され[62]，
口腔保健に禁煙介入が導入できるように簡易介入のモ
デル[63]が示された（図 3 ）．このプログラムの要点は，
歯科医療従事者が歯科診療の場で個人に合わせた3～5分
の禁煙支援や情報提供をすべての受診者に継続して行う
ことである．短時間の禁煙介入が禁煙に効果がある[64]
と報告されているが，わが国の実態は 5 分以上が 6 割を
超える[60]．今後，国際標準として推奨されているWHO
歯科簡易禁煙支援プログラムを，歯科診療所における必
須の支援事項として位置づけ，普及を図ることが必要と
考える．

こうした歯科診療所での禁煙支援の進展に向けた動き
がある一方で，歯科診療所以外でのたばこ対策に対する
人材育成も進められている．国立保健医療科学院では，
地方公共団体において健康教育やたばこ対策に関連する
部署に所属している者を対象に，「たばこ対策の施策推
進における企画・調整のための研修」[65]を行っている．
この研修は，たばこ対策の企画や関係者との調整など業
務に活用することができるようになることを目的として
おり，カリキュラムには歯科の要素も入れた多面的かつ
包括的な研修内容となっている．特色は，歯科行政職も
含め，たばこ対策にかかわる事務職や保健医療職の資質

福岡歯科大学教授　埴岡隆先生，新潟大学教授　小川祐司先生のご厚意により提供
文献[63]より転載

図 3　WHO簡易禁煙支援プログラムの介入図
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向上のためのカリキュラム構成になっていることである．
併せて，「歯科口腔保健の推進のための企画・運営・評
価研修」[65]では，地域歯科保健に携わる自治体職員に
対して，地域で多職種連携を図り，立案した施策を円滑
に遂行できること等を目標とした研修が推進されている．
歯科口腔保健が重要視されている昨今，より効果的なた
ばこ対策を展開していくための人材育成の体制づくりを
検討していく．
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